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応答期間

通常のOA）
発行日から３か月

限定要求）
発行日から２か月

1回目のOA）
発行日から４か月

2回目以降のOA）
発行日から２か月

※さらに１５日の猶予期間（郵送期
間）が加算される。
ex. 7/21発行の1st_OAの場合
7/21 →（+15日）→ 8/5 →（+4か
月）→ 12/5
（7/21 →（+4か月）→ 11/21 →
（+15日）→ 12/6 ではない）

発行日から２か月 現地代理人の受領
日から３か月

EESR）
PCT：EPC規則70(2)の通知発行日＋６か月（※）
パリ：サーチレポートの公開日＋６か月

OA）
発行日＋４か月（※）

※PCTのEESRとOAでは、さらに１0日の猶予期間
（郵送期間）が加算される（パリのEESRでは加算
されない）。
ex. 7/25発行のOAの場合
7/25 →（+10日）→ 8/4 →（+4か月）→ 12/4
（7/25 →（+4か月）→ 11/25 →（+10日）→ 12/5
ではない）

※OAの内容により、審査官の裁量で期限が２か
月や３か月に設定されることもある（OA中に記載
されている）。

1回目のOA）
発行日から６か月

※上記期限は特許許可期限で
あり、この期限までに発行され
たオフィス・アクションについて
は、拒絶を解消できるよう応答
を完了しておく必要がある。

2回目以降のOA)
許可期限までに発行された場
合、原則、上記の許可期限が
応答期限となる。

発行日から５か月

1回目のOA）
発行日から３か月

2回目のOA）
発行日から２か月

※2回目のOA応答後も許可されない
場合、拒絶査定が出る（審査官の裁
量により、更にオフィス・アクションが
出ることもある）。

延長期間

通常のOA）
最長３か月

限定要求）
最長４か月

※都度の延長申請は不
要（応答時に延長期間分
の費用を納付すればよ
い）。

1回目のOA）
最長２か月

2回目以降のOA）
最長２か月

※延長請求は１回のみ可能（１か
月ずつ２回に分けて申請すること
はできない）

最長４か月

※１か月ごとに請求
可能（２か月以上まと
めての請求も可能）。

最長３か月

※請求は１回のみ。

EESR）
延長不可

OA）
最長２か月（応答期間４か月の場合）

※最大延長可能期限は、発行日から６か月。従っ
て、期限が２か月のOAの延長可能期間は４か月
となる。

特許許可期限の延長は3か月
可能

延長不可

1回目のOA）
３か月（２か月+１か月の２回請求可
能）（※）

2回目のOA）
審査官の裁量により判断される。

※自然災害等の場合、３回目の延長
（＋６か月）も認められる。

延長庁費
用

１か月：US$   220
２か月：US$   640
３か月：US$ 1,480
４か月：US$ 2,320

１か月）CNY 300
２か月）CNY 600

１か月目：2万ウォン
２か月目：3万ウォン
３か月目：6万ウォン
４か月目：12万ウォン
（まとめての申請も可
能）

なし なし 約US$ 160

1回目のOA）1回目の延長（２か月）は
費用不要、2回目の延長（１か月）は費
用必要（※）

※金額はインドネシア特許法原文にも
記載なし。
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